
 

令和６年 11 月１日 

住宅局建築指導課 

 

建築士サポートセンターを全国に設置します！ 

～改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑な施行に向けて～ 
 

 

 

 

2022 年６月に公布された改正建築物省エネ法・建築基準法（以下「改正法」という。）には、①

原則全ての新築建築物等で省エネ基準適合を義務化、②木造戸建住宅等の建築確認手続きを見直

し、③木造戸建住宅等の壁量計算等を見直しなど、市場への影響が大きいと見込まれる事項が盛り

込まれており、いよいよ 2025 年４月に施行されます（別紙１）。 

○ 建築士サポートセンター 

国土交通省 HP において公表している改正法に係る様々なオンライン講座やテキスト等※を参

照してもなお、改正後の建築確認申請等の手続きや申請図書作成等について不明な点がある場合

には、建築確認実務に詳しい建築士等のサポート員に対して、個別計画に係る相談ができます。 

現時点で決定している各都道府県のサポートセンター事務局と開設時期は別紙２のとおりで

す。詳細は一般財団法人日本建築防災協会 HP（https://www.kenchiku-bosai.or.jp/support/）及

び国土交通省 HPに順次掲載いたします。 

注：相談上限件数に達した場合、受付を終了する場合があります。 

※国土交通省 HP「資料ライブラリー」（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/04.html） 

改正法に係る「設計等実務講習会」（全 47 都道府県・10/21-12/25） 

(https://krs.bz/koushuu-setsumeikai/s/r6_kentiku-jitsumu） 

 

 

2025 年４月の改正建築物省エネ法・建築基準法の全面施行に向けて、「建築士サポー

トセンター」を各都道府県に設置し、本日（11 月１日）から、遅くとも 2025 年１月ま

での間に順次運用を開始します。 

＜問合せ先＞ 

住宅局 建築指導課 TEL：03-5253-8111 

建築士サポートセンター  
ポータルサイト⇒ 


